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【EU】 循環経済に向けて 
主幹 海外立法情報調査室 加藤 浩  

 

＊欧州委員会は、資源の再生利用等の推進と廃棄物の削減、その方向性に基づく新しいビジネ

スモデルの構築、雇用の創出と経済成長等を柱とする、循環経済に向けた一連の政策文書を

公表した。 

 

 

1 意義と経緯 

 2014 年 7 月、欧州委員会は『循環経済に向けて：欧州のための廃棄物ゼロ計画』

（COM(2014)398final）を始めとする 5 つの政策文書を公表した。循環経済とは、貴重

な資源の有効利用と再使用・再生利用等の一層の推進による資源の損失の防止、資源

の再生利用等の方向性に基づいた新しいビジネスモデルの構築、雇用の創出と経済成

長、環境配慮型の製品設計と産業振興の相互協力を通じた廃棄物ゼロの実現、温室効

果ガスと環境への負の影響の削減等を包含するコンセプトである。  

 2010 年に採択された『欧州 2020 戦略』（COM(2010)2020final）では、知識とイノベ

ーションに基づく EU 全域での持続可能な成長を 2020 年までに達成するために必要な

要素の 1 つとして、環境に配慮した低炭素型の資源効率的な経済への移行を掲げてい

る。今回の一連の政策パッケージは、『欧州 2020 戦略』の目標と方向性に沿って、EU

に共通の一貫した、循環経済に向けた行動促進のための政策枠組の構築を提言するも

のである。  

 

2 政策文書の内容 

 5 つの政策文書（文書名は末尾の参考文献を参照）は各々下記のとおりである。 

（1） 包括的アプローチの提示 

 前述の『循環経済に向けて』（COM(2014)398final）は、包括的なアプローチを提示し

た文書であり、欧州委員会が今後実施していく具体的活動について概説する。過去の

政策の分析、問題解決策の市場への適用支援、中小企業等の活動支援、廃棄物の資源

化の新たな目標設定、関連法制の簡素化、建築や食品等に係る特別な廃棄物に対する

取組、資源の有効利用に係る資源効率性の目標設定等を列挙している。  

（2） 新しい指令案 

 既存の廃棄物枠組指令（Directive 2008/98/EC）等の改正案として、自治体の廃棄物

の再使用・再生利用の割合の引上げ（2030 年までに 70%）、包装ごみの再使用・再生

利用の割合の引上げ（2030 年までに 80%）、紙・プラスチック・木材・金属等に関す

る個別目標値の設定、再生利用可能な廃棄物の埋立の禁止（2025 年までに）、食品廃

棄物の削減（2025 年までに 30%）、有害廃棄物の完全な追跡、中小企業の報告義務の

簡素化と軽減等を提案している（COM(2014)397final）。 
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（3） 中小企業のための行動計画 

 中小企業の競争力と持続可能性の向上のために、資源効率性の改善に係る実際的な

情報提供、環境配慮型技術の移転支援等の実施、環境配慮型の新しいビジネスの機会

を生かせるような条件整備等について述べている（COM(2014)440final）。 

（4） 環境関連の雇用増大のための施策 

 現行の廃棄物関連法制のより徹底した実施で新たに 40 万人以上、新たな指令案の実

施でさらに 18 万人の雇用を創出可能としている。また新しい技術を持った労働者の育

成・訓練の必要性等について述べている（COM(2014)446final）。 

（5） 建築部門での資源効率性向上 

 建築部門（建造物の維持・管理も含む）は、エネルギー消費の約 50%に関係し、全

廃棄物の 3 分の 1 を排出する。資源効率性を勘案した設計の重要性や建築廃棄物の再

生利用に係る市場の整備等について述べている（COM(2014)445final）。  

 

3 展望 

EU では、「資源効率性」及び「廃棄物ゼロ」という政策概念に基づき、資源を有効

利用する統合的戦略が展開されている。天然資源の投入量を抑制した生産と廃棄物リ

サイクルによる再生資源獲得の潮流が、具体的な施策においてどのように展開してい

くのか、今後がさらに注目されるところである。  
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